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新しい時代の商店街の再生に向けて 

黒川 健人 
 

はじめに 
 

 日本全国、人の住むところに商店街がある。地域によってそのありようは様々であり、それぞ

れの地域のニーズによって生まれた街は、歴史も規模も性格も皆、異なる。商店街と地域はお互

いに支えあう関係になり、そこにはモノの売り買いだけではなく、地域社会の中心的な場となり、

そして街の顔ともいえる存在になった。商店街は、公的空間でもなく私的空間でもない、日本独

特の温かさ、文化、地域性、賑わい、雰囲気をもつものである。 

 しかし、商店街の主構成員である小規模商店（従業員 4 名以下）数が 130 万店（1998 年）か

ら、76 万店（2007 年）へと減少していることなどに見られるように、商店街は厳しい現状にあ

る1。市街地内の中心として、都市計画法2で商業地域や近隣商業地域に指定されてはいるものの、

商業施設への投資は不十分である。 

 商店街の衰退という現実は、地域商業空間の様々な機能・役割という概念を無視し、産業空間

の観光地としての価値を軽視しすぎた結果である。毎年１兆円ほどの政策的補助金を投入しなが

ら、その一方で郊外型店舗の規制を緩和して、好き放題に出店を許してきた政策、言い換えれば、

場所や空間、産業、地域に必要な様々な機能の概念をあまり考慮せずに規制緩和を実施した結果

が、衰退を生んだといってよい。 

 日本は、人口減少、超高齢社会に入った。環境問題から二酸化炭素の削減は急務であり、所得

の伸びは期待できず、莫大な財政赤字は将来に不安を残している。日本を元気にするためには、

まず地域を元気にしなければならない。そのためにハード＆ソフト3の両面から、街づくりをト

ータルに考え、過去の商店街の復活ではない、新しい時代の「商店街」の再生について考えたい。 

 

1．商店街衰退の要因 
 

1．1．郊外化問題 
 

 2009 年の時点で、全国に商店街は約 1 万 3259 ヶ所あり、そのうち法人は商店街振興組合4が

                                                           
1 三橋（2009），p.3. 
2 機能的な都市生活を確保するために、適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるように、都市

計画区域などを制定した法律。市街化区域、市街化調整区域など、開発が制限される区域もある。都市計

画法によって建蔽率や容積率、建築可能な建物の種類なども規定されている。経済辞典（2008），p.930. 
3 ハード：店舗配置や、外観の造形、バリアフリー・駐車場・トイレの設置など。 
 ソフト：サービスの充実、宣伝・情報発信、イベントの開催やスタンプ・ポイントカード事業など。小川

（2004），p.45. 
4 商店街組合法の規定を満たすことにより利用可能となる組合組織。規定には、「会員の相互扶助を目的

としている」、「任意加入で、脱退可能である」「議決・選挙権は出資口数に関わらず、平等である」、「特定
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2373、事業協同組合5が 1073 で、残りの 9813 が任意の団体である6。  

 商店街は商圏の範囲で近隣型、地域型、広域型、超広域型と分類することができる。日本に点

在する商店街の多くは近隣型、地域型に属しており、広域型は都市圏の駅前を中心に展開されて

いる。広域型の中でも、銀座や新宿の様に客層を絞り込んだ専門店の多い商店街は超広域型と呼

ばれる7。 

 

 

表.１商店街タイプについて 

近隣型商店街 
最寄品店中心で、徒歩または自転車等で日常の買い物をする商店

街。 

地域型商店街 
最寄品店および買回り品店が混在し、近隣型商店街よりもやや広

い範囲から、徒歩、自転車、バス等で来街する商店街。 

広域型商店街 
百貨店、量販店などを含む大型店があり、最寄品店より買回り品

店が多い商店街。 

超広域型商店街 

百貨店、量販店などを含む大型店があり、有名専門店、高級専門

店を中心に構成され、遠距離からの来街者が買い物をする商店

街。 

（出典：中小企業庁、全国商店街実態調査） 

※最寄品：消費者が頻繁に手軽にほとんど比較しないで、購入する物品。加工食品や家庭雑貨など。 

※買回品：消費者が二つ以上の店を回って比較して購入する商品。ファッション関連、家具、家電など。 

 

 

 中小企業庁では、1960 年度からほぼ 5 年毎（2000 年度からは 3 年毎）に、全国商店街実態調

査を行っているが、繁栄していると答えた商店街の比率は毎回減少し、06 年度調査では 1.6％と

なっている。現場の声として、商店街のほとんどが停滞か衰退の一途を辿っていると感じている

事になる。  

                                                                                                                                                                          
の組合員に利益をもたらす事業をしない」、「特定の政党のために利用しない」、「小売り・サービス業従業

者が、30 人以上近接している地区である」、などがある。商店街組合法（第一章 総則第 1 条）。 
5 中小企業等協同組合法による協同組合の一種で、次の事業の全部または一部を行うものをいう。(1)生産・

加工・販売・購買・保管・運送・検査などの共同施設、(2)組合員に対する資金貸し付けと、資金借り入れ、

(3)組合員のための福利厚生施設設置、(4)組合員の経営や技術の改善に関する指導、(5)組合員の経済的地位

を改善するための団体協約締結、(6)その他以上に付帯すること、である。事業協同組合は協同組合の代表

的なものであり、商工業を営む中小生産者によって結成される工業協同組合、商業協同組合などの形をと

る。特に(2)のみを事業内容にするものを信用協同組合という。中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律 181
号）。 
6 三橋（2009），p.16. 
7 中小企業庁（2006）. 



新しい時代の商店街の再生に向けて 

 27

表.2 商店街の最近の景況 

  繁栄している 停滞している 衰退している 無回答 

1995 年度 2.7% 43.6% 51.1% 2.6% 

2000 年度 2.2% 52.8% 38.6% 6.3% 

2003 年度 2.3% 53.4% 43.2% 1.2% 

2006 年度 1.6% 65.3% 32.7% 0.4% 

（出典：中小企業庁、全国商店街実態調査） 

 

 

 この衰退の大きな要因は、顧客が商店街から郊外の大型店に向かったことにある。商品の豊富

さ・安さ、買いやすい商品の配置、駐車場の完備、多くのサービスおよび施設、エアコンの効い

た快適な店舗、ワンストップショッピング8の便宜性など、既存の商店街は郊外大型店に圧倒さ

れてきた。  

 小売店舗数は約 114 万店で、数字の上では 1.7％（1 万 9810 店）とごく僅かに過ぎない大型店

などの売上が全体の 3 分の 2 程度のを占めており、大型店問題は商店街にとっていっそう深刻に

なってきている。  

 2000 年より以前は大型店出店が敵対視されていたが、それ以降は商店街からの大型店の撤退

が大きな問題ともなってきている。大手スーパーなどの退店は商店街の中核的な店舗が多く、退

店後は巨大な廃屋として残り、商店街の衰退に拍車をかけたり、環境の悪化を招いたりしてきて

いる。  

 確かに、経済的効率性から見た場合、商店街の存在意義は小さくなってきているかもしれない。

しかし、「地域住民にとって住み良い豊かな地域、街の創造」といった街づくりの観点からする

と大きな疑問点が浮かび上がってくる。大型店との共存を図って、自分の店をたたみ、大型店に

入居した地元小売店が、大型店の撤退のために営業拠点を失い、従業員の雇用機会を犠牲にする

事例が顕著になってきている。大手流通資本9にとっては企業存続のために致し方ない事なのか

もしれないが、街が地域が犠牲になっている現状を無視してもよいのか。  

 日本の流通政策は「流通構造の変革による効率化」と｢豊かな国民生活」を目指しているが、

経済のいっそうの効率化を目指すことに重点がおかれ、豊かな住み良い地域づくりの観点が希薄

になりがちである。「もの」は豊富で便利ではあっても、地域の伝統、文化、人のつながり、治

安、夜の静寂さ、住むことに誇りを持てる住みよい街はどこへいってしまうのだろう。  

 

 

                                                           
8 複数のジャンルにまたがる買い物や、金融サービスの利用などのすべての目的を消費者が一箇所で済ま

すこと。経済辞典（2008），p.1323. 
9 SC（ショッピングセンター）、HC（ホームセンター）、GMS（ジェネラルマーチャンダイズストア）、コ

ンビニ等を指す。 
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1．2．商店街内部の構造的問題 
 

 既に述べたように、商店街衰退の大要因は郊外化問題にあると言ってよい。しかしながら、こ

れはあくまで外的要因であり、今考えるべきは、商店街内部の抱える構造的問題、つまり内的要

因についてである。表.3 は問題点についての商店街従業者へのアンケートの結果である。1995

年度、2000年度の調査までは確かに大規模店の影響を感じている意見が多いが、2003年度と 2006

年度の結果を見てみると、①魅力ある店舗が少ない、②商店街活動への商業者の参加意識が薄い、

③経営者の高齢化等による後継者難、以上三つが上位を占めており、トータルでみても同様の意

見が多数であることが分かる10。したがってここでは、内的要因に注目して考えていきたい。 

 

 

表.3 商店街における大きな問題 

  最も多かった回答
二番目に多かっ

た回答 

三番目に多かった

回答 

1995 年度 

大規模店に客足が

取られている   

（75.7％） 

後継者難（63.9％）

大規模店出店ラッ

シュに押され気味 

（60.6％） 

2000 年度 

魅力ある店舗が少

ない    

（72.8％） 

大規模店に客足

が取られている

（72.3％） 

商店街活動への商

業者の参加意識が

薄い（65.0％） 

2003 年度 

経営者の高齢化等

による後継者難  

（67.1％） 

魅力ある店舗が

少ない   

（66.3％） 

商店街活動への商

業者の参加意識が

薄い（55.7％） 

2006 年度 

魅力ある店舗が少

ない   

（36.9％） 

商店街活動への

商業者の参加意

識が薄い（33.4％）

経営者の高齢化等

による後継者難 

（31.4%） 

（出典：中小企業庁、全国商店街実態調査） 

 

 

 商店街は全国各地に点在しているため、その土地によって保有する地域資源や環境、人口体系、

個別ニーズが異なるために、直面する課題の内容も、文字通りご当地ならではのものになってく

る。したがって、1 つの成功例をサンプルとして他に活用したとしても、結果成功するとは言い

難い。しかしながら、共通項として挙げられるものもいくつかある。優れたリーダー（人的資源

                                                           
10 中小企業庁（2006）. 
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も含めて）の存在、そして街全体の組織力の強さなどがその例であろう。この 2 項は表裏一体の

関係であり、とくに後者は現段階での商店街の諸問題を考える上では、もはや前提事項と言って

も良いのでは無いのだろうか。 

 全国に組織化（法人化）されている商店街は 3446（26％）しかなく、組織化されてはいても、

寄り合いや懇親会といった程度の活動のみに使われている事例も多い事から、次項では特に組織

化（法人化）を含めた商店街の近代化について考えていきたい11。 

 

2．商店街近代化と 4 つの再生策 
 

2．1．近代化の為のプロセス 
 

 商店街は消費者のニーズに応えて買い物場所としての機能を高めていく必要がある。それに加

えて、地域の歴史や文化などを継承する一つの場として有益なコミュニティ性を発揮し、人々が

出会い、ふれあい、交流する場所として広場的な空間を演出することが求められている。こうし

た商店街に期待される機能の変化に確実に対応していくためには、消費者の多様なニーズを把握

し、対応策を考えて行動していかなければならない。時代の変化とともに、商店街に求められる

機能に組織として対応していくプロセスを商店街の近代化という。近代化に向けたプロセスとし

ては以下のようになる。 

 

問題意識の共有化 

 商店街の現状を把握するために、講習会の実施や視察を通じて、会員間の問題意識の共有を図

る。中小企業診断士12に依頼して、外部環境と内部環境のそれぞれの変化を踏まえて今後の課題

を明確にする。同時に、事業を実施する際に利用可能な公的助成制度について情報を収集してお

くようにする。次に商店街の特性や経営者の意識調査、消費者懇談会13、来街者調査14、通行量

調査などを実施し、目指すべき商店街像について議論する中で戦略的な取り組み課題（長期・短

期）を会員が共有する15。 

 

 

                                                           
11 小川（2004）,p.109. 
12 中小企業支援法（昭和 38 年法律第 147 号）第 11 条第 1 項の規定に基づき、経済産業大臣により「中小

企業の経営診断の業務に従事する者」として登録された者を指す。経営・業務コンサルティングの専門家

としては唯一の国家資格である。主に、企業に対する「経営指導」、「講演・教育訓練」、「診断」、「調査・

研究」などを行う。他にも、国、地方自治体の中小企業支援機関のプロジェクトマネージャーなど公職に

就く場合もある。 
13 商品の価格、サービス内容に関して、消費者、事業者、学識者、行政などにより開かれる意見交換の会

議。小川（2004）,p.117. 
14 都市機能・各種事業の認知度・利用度・満足度を調査し、その利用実態と都市機能に対する意識を把握

する。意見・要望の調査も同時に行う。小川（2004）,p.117. 
15 小川（2004）,p.117. 
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共同事業の体制づくり 

 即効性がある短期的な課題に対応すべく、共同経済事業（共同宣伝、共同販促、共同イベント、

共同配送、共同仕入、共同清掃など）として何を実施するかを、企画会議の場で検討する16。日

程や予算など具体的な事業内容が決まったら、事業実施のための体制を確立する。役員の選出と

事業分担を決めてから組織を編成し、実行委員会などの構成メンバーを選出する。この時、役員

はメンバーに偏りが出ないように委員の選出を行う必要がある。決定した事項については、全会

員を対象に説明会と広報活動をして、情報の共有を心がける様にする。事業実施後には、早い時

期に次回に向けた反省会を開くようにする。会員の理解と協力を継続的に期待し、公的支援を受

けやすくする観点から、組織の法人化と事務局の設置、メインバンクの選定なども考える必要が

ある17。 

 

環境整備と情報発信 

 長期的な課題として取り組むハード事業（街路整備、共同実施、店舗改装など）の方針を中小

企業診断士や建築士らのコンサルタントと共に詳細を検討する18。商店街近代化に向けて投資を

伴う事業であり、行政との連携を密にする必要がある。商店街の将来像に沿って街づくり協定や

建築協定を締結するほか、各店にも共同施設や個別施設での資金面での負担を課すため、合理的

な徴収ルールについても方針を決めておく必要がある。さらに、商店街は都市施設でもあるため、

市民や消費者にも事業計画の概要や工期などについて周知することで、事業の竣工に向けて理解

と協力をしてもらえるようにする19。この段階で商店街の法人化は、やはり不可避なものである

ことが分かる。なお、実務的には環境整備事業を先行させ、共同経済事業を後追い的に取り組む

例がみられるが、ソフト事業を中心に事業運営を経験する中で、組織の結束力を高めてから環境

整備事業に取り組むことが望ましいといえる。 

 

地域社会との協働 

 上記までは基本的には既存の商業者による商店街活性化に向けた方策を議論すればそれでよ

かった。しかし、これからの商店街は自らの構造的な問題を抱えつつも大手資本の小売業や都市

間競争の激化は不可避であり、地域社会の中でその潜在意義をこれまで以上に厳しく問われるこ

とになる。大手資本の小売業は元来内発的な商業者ではないため、結果が出なければ本部の判断

で撤退することは必須である。しかし、内発的な中小商業者多い商店街の場合、地域社会に対す

る責任を使命として考える必要性は大手資本の小売業より高い20。地域社会に目を転ずれば行財

政の悪化、少子高齢社会の到来、深刻化する環境問題、雇用情勢の悪化、コミュニティの希薄化、

不安定化する都市の治安など取り組むべき課題が山積している。商業者の商業者による商業者の

                                                           
16 小川（2004）,p.117. 
17 小川（2004）,pp.117-118. 
18 小川（2004）,p.118. 
19 小川（2004）,pp.118-119. 
20 小川（2004）,p.120. 
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ための商店街という閉塞的な考え方ではなく、地域社会と共に自らの存在意義を模索し、協働し

て暮らしやすい社会を構築していく存在となる努力をしていくことが必要とされている21。商店

街を家庭、職場・学校に次ぐ新たな生活空間として捉え、市民生活に適応した立地、市民生活に

奉仕する公共性、顧客を惹きつける個性、信用関係と親切なサービスが要求される場へと変える

のである22。 

 

 繰り返すが、商店街の組織化（法人化）を含めた近代化は、もはや必須項目であり、これは全

国に点在する商店街すべてに言える事である。そこで次に、各地方それぞれが抱える問題に対応

した再生策の鍵となる 4 つの手法を紹介する。 

 

2．2．再生の鍵―4 つの手法 
 

現状維持型再生策 

 現状維持型再生策とは、あまり資金をかけずに現状のまま商業再生・振興を図るというもので

ある。おそらく現場で最も採用されている手法であり、例えば、イベントの実施、各店舗の魅力

的な一品（逸品）の紹介や PR を行う一店逸品運動、そして、抽選会や買い物額に応じたポイン

トカードの導入などを行う手法である23。空き店舗が生じた際に、その店舗を埋めるために補助

金を使うのもこれに属する。ハード面への投資が無い為、資金がかからずリスクが低い。人口規

模の大小にかかわらず、すべての街に適用が可能である。しかし、抜本的な再生策にはならない

ケースも多く、長期的な街の魅力回復が可能か否かは未知数である。 

 

コンバージョン型再生策 

 現状維持型再生策に加えて、街並みに配慮を行う（ハード面への投資）というものである。予

算的な問題が発生する為リスクが高いが、将来的に日帰りを含め観光客の呼び込みが期待される

ような地域にはお勧めである24。街全体を博物館のようにアレンジすることで、多くの観光客の

呼び込みが期待できるからだ。修景などにいくらかの投資費用が必要であるが、それが街並み保

全という公益性を帯びれば、様々な助成を受けられる。京都府京都市のように、歴史的景観の名

高い街ではなくとも、歴史的町並み整備のために利用できる補助金25は、2008 年以降充実してき

ている26。 

 
                                                           
21 小川（2004）,p.120. 
22 小川（2004）,p.125. 
23 足立（2010）,p.97. 
24 足立（2010）,p.95. 
25 自治体による「歴史的な街並み」の整備を国が支援する制度で、2008 年に歴史まちづくり法として施行

され、2009 年 1 月に石川県金沢市など 5 市の計画が認定されている。伝統的な歴史をもつものが対象で、

認定を受けると国からの補助金が提供され、歴史的建造物や街並みの整備に加え、建造物を活用した伝統

行事の開催などのソフト事業も補助金の対象となる。足立（2010）,p.95. 
26 足立（2010）,p.95. 
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再開発型再生策 

 再開発型再生策とは、ハード＆ソフトを含めた中心市街地全体を再開発し、生まれ変わらせよ

うというものである。10 億円以上の事業が一般的である為にリスクも高く、土地そのものは近

代的なエリアへと再生されるものの、地域の個性を失う可能性があり、全国的に現場の自治体の

評価が低い手法である。 

 

行政主導型再生策 

 行政主導型再生策とは、交通政策や住宅政策、大学の誘致など、自治体が絡む大規模な再生策

である。ハード整備が主体となり、再開発ではなく公共交通機関の整備や住宅整備などを用いて、

住民の居住を中心市街地誘導する方法であるコンパクトシティを導入するなどの手法もある27。

例えば、路面電車や空港といったインフラ整備など国からの大掛かりな支援が受けられる為に一

定の経済効果は期待できるが、自治体財政に負担をかけるなどマイナス要因も多々ある。 

 

 

表.4 シャッター通り再生策と適用区分 

再生策の種

類 
費用 

事業

リス

ク 

代表的な街の例 適用可能な街の特徴 

コンバージ

ョン型再生

策 

中 小 

大分県豊後高田市（街

並み再生）、滋賀県長

浜市 

多少は予算が捻出できる街。大

都市近郊で日帰り観光が期待

できる街。 

再開発型再

生策 
多 大 

香川県高松市（再開

発） 

資金的に余裕があり、大きな商

圏を取り込めそうな街。 

現状維持型

再生策 
少 小 

青森県八戸市、宮城県

旧鳴子町 
予算をかけられない街。 

行政主導型

再生策 
多 大 

石川県輪島市（空港）、

富山県富山市（路面電

車）、青森県青森市（コ

ンパクトシティ） 

中心市街地に顧客を誘導する

ことへの合意が得られやすい

街。その多くは交通政策を伴

う。僻遠部などでも可能（路面

電車誘致などが行われてい

る）。 

（出典：足立基浩（2010）「シャッター通り再生計画」ミネルヴァ書房）

 

 

                                                           
27 足立（2010）,p.98. 
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3．商店街再生の事例研究 
 

3．1．現状維持型再生策 
 

青森県八戸市のケース 

 青森県八戸市は、太平洋を望む青森県の南東部に位置し、人口約 24 万人、面積 305.17km²の

街である。臨海部には大規模な工業港、漁港、商業港が整備されており、背後に工業地帯が形成

され、優れた港湾施設を有する全国屈指の水産都市、北東北随一の工業地帯として地域経済の拠

点となっている。 

 2002 年の東北新幹線延伸に伴い、八戸市の中心市街地はビジネス客や観光客が増加し、活気

にあふれている。中でも注目したいのが八戸市の集客産業の目玉となっている｢朝市｣である。市

内には 9 か所の市場があり、早いところでは朝 3 時からオープンし、市場専用の循環バスも運行

している。舘鼻漁港での市場は、3 月中旬から 12 月までオープンし、1 日の平均利用客は 3 万人

程度といわれている。海浜部の立地をうまく生かした市場の街づくりがなされているのである28。 

 さらに注目したいのが飲食業である。中心市街地に位置する｢みろく横町｣と呼ばれる飲食店は、

長さ 100ｍで、総勢 24 店舗が集まる下町風の食事処の多い、北国の風情を醸し出す場所である。

このみろく横町の集客数であるが、2003 年から 2006 年までの年平均で 23 万人程度が利用して

いる29。1 店舗当たりの売り上げは約 3000 万円弱となっており、かなり大きな需要を賄っている

ことになる。これも朝市と連動した形で、行政と市民団体が協働して、街の宣伝を行ったことの

効果が大きいものと思われる。その場所でしか得られない市場の魅力と民間をベースにした広報

力とで、街の再生を図っている。食をモチーフとした個性ある価値が体現されている。 

 八戸市はその他にも数多くの魅力的な拠点が存在するが、やはり海辺の地の利を活かしたこの

朝市の取り組みに学ぶべき点は多いといえる。さらに、地の利を生かして長年をかけて築いてき

た地元ブランドを徹底的に見直し、うまく PR している点を挙げたい。それが市街地の活性化や

観光再生にもつながり、街を盛り上げている。つまり、独自の個性的魅力「アイデンティティ」

を、｢食・味」の角度から再度プロデュースし、その結果としての「ブランド」づくりに貢献し

ている。その背景にあるのは、地元への愛着心であろう。 

 

石川県金沢市のケース 

 石川県金沢市は、石川県の県庁所在地であり人口約 45 万人、面積 467.77km²の北陸地方の経

済の中心の街である。400 年以上戦災や自然災害を受けていない城下町の街並み、文化や伝統を

守りながら政治、文化、経済の中心として発展を続けてきた。1996 年には中核市となり、北陸

の小京都とまで呼ばれる風情を醸し出している。これまでも数多くの景観条例を整備し、徹底し

                                                           
28 足立（2010）,pp.121‐122. 
29 足立（2010）,p.122. 
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た景観街づくりにこだわった為に、都市機能と金沢城を中心とした観光地機能が共存する街とし

ても知られている。 

 金沢市の中心市街地人口は、他の街の例にもれず、この 10年で 1万 2000人ほど減少している。

中心市街地の高齢化も進み、金沢市全体の高齢化率は 21％であるのに対して、中心市街地では

28.2％と約 3 割が高齢者となっている。さらに中心市街地の売り上げも、1997 年の 2162 億円か

ら 2004 年の 1598 億円へと減少しており、停滞モードが漂っている30。 

 しかし、金沢市の中心市街地にある主要商店街の歩行者・自転車交通量は、2005 年から 2007

年にかけて香林坊地区で 10.4％、近江町市場で 23％増加している。特にこれらの地域では歩行

者に占める女性の割合が男性の 2 倍になっており、「女性を惹きつける回遊性の創出」に成功し

ている31。調査地点の 68 地点のうち、約 3 分の 2 の 41 地点で平日の歩行者交通量を休日のそれ

が上回る結果となっている。1991 年に最高の 1km²あたり 580 万円を付けた中市街地地区の地価

は、年々下落傾向となり、2006 年には 51 万円と大きく下落し、2008 年には 53 万円とわずかな

がら上昇している32。 

 この背景として様々な理由が考えられるが、2004 年 10 月に開館した金沢 21 世紀美術館の存

在、景観整備各種条例の効果などが挙げられる。金沢 21 世紀美術館には現代美術が所蔵されて

おり、もとは金沢大学教育学部付属幼稚園・小学校・中学校があった場所に建てられた。それま

で、中心市街地の主要公共施設の延べ利用者数は緩やかな減少傾向を示していたが、施設の開館

に伴い、美術館への訪問者数は 2004 年度の 68 万人から、2005 年度の 135 万人へと急増し、そ

の他の中心市街地の主要公共施設利用者数も 2004 年度の 288 万人から 2005 年度の 349 万人へと

大幅に伸びている。つまり、美術館来館客が回遊することで、その他の施設にも好影響が波及し

ている。これは拠点整備の成功例といってよい。 

 金沢市では 1968 年に全国に先駆けて、「金沢市伝統環境保存条例」が制定された。さらに、1989

年の「景観条例33」では、「市民参加」を重視するとともに、伝統環境に加えて近代的景観の整

備にも取り組み、金沢の個性を活かした総合的で計画的な街の景観づくりを進めることとしてい

る。「景観条例」では、伝統環境保存区域（32 区域、1558.5ha）と近代的都市景観創出区域（13

区域、153.8ha）を決めて、その区域内での建築物、建築敷地、公共空間についての景観形成基

準などを定めている34。1994 年には、歴史的風情を残す街並みを保存する「金沢市こまちなみ保

存条例」、また 1996 年には、金沢市内の約 150km の用水を保全する「金沢市用水保全条例」な

どが次々と制定されている。さらに、起伏ある地形の保全のために、1997 年には斜面緑地を保

全する「金沢市斜面緑地保全条例」など、金沢の特性を保存するための条例を定め、金沢の特色

ある良好な景観や環境を保全する街づくりを進めてきた。このように、時代とともに条例を整備

し直し、場合によっては新たに制定する姿勢は、「一度条例を作ればそれで終わり」の傾向が強

                                                           
30 足立（2010）,p.128.  
31 足立（2010）,p.128. 
32 足立（2010）,p.129. 
33 「金沢市における伝統環境の保存及び美しい景観の形成に関する条例」の通称。足立（2010）,p.131. 
34 足立（2010）,p.131. 
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い他の地域の景観政策にも大いに参考になるであろう。 

 特筆すべきは、2002 年施行の「商業環境形成まちづくり条例」が制定されている点である。

これは、大規模小売店舗の無秩序な拡散を阻止し、さらに中心市街地への集積をも目的としてい

る。乱立する郊外店舗に対し、抜本策を欠く国の都市計画法を補う金沢市独自の施策といえる。 

 この条例の制定後は、中心市街地以外では 5000 m²を超える大規模小売店舗の出店はない。た

だし、広域的な規制策を講じなければ、愛知県豊田市の失敗例のようになってしまう。豊田市は

郊外開発を厳格に禁止したが、周辺市町は十分な規制を行わなかった。この結果、周辺市町に大

規模小売店舗が乱立し、豊田市内の買い物客がそちらへ流れてしまったのである。つまり、正直

者が損をすることのないように、市町村を超えた都道府県レベルによる広域システムの調整が望

まれるのである。 

 

3．2．コンバージョン型再生策 
 

大分県豊後高田市のケース 

 大分県豊後高田市は、人口約 2 万人、面積は 206.6 km²の大分市まで約 60km、北九州市まで約

90km という、両市に比較的近い場所に位置する。北は周防灘に面し、豊かな自然と温暖で過ご

しやすい瀬戸内式気候に属している。大都市近郊ゆえに人口流出が激しく、さらに過疎化、高齢

化が進行したため、2005 年 3 月に 1 市 2 町が合併している。 

 豊後高田市の中心商店街は、数年前から街の雰囲気を「昭和レトロ」、特に昭和 30 年代の趣の

街並みを大きなモチーフとして形成されている。昭和レトロの街づくりが始まった 2001 年には、

観光客数は 2 万 5000 人台であったが、6 年後の 2007 年には約 36 万人と 14 倍ほどに飛躍的に伸

びている35。その多くは大都市圏である福岡市からの近隣観光客である。 

 同市の街づくりの特徴として注目したいのは、住民参加を促進しながら徐々に街づくりを行っ

てきた点である。市民レベルでの検討会がスタートしたのは 1996 年であり、昭和レトロに至る

までの懐妊期間としての役割を果たしている。この間、市民は街づくりに対する見識を深めた。

そうして勉強会を繰り返す中でメンバーの一人が、昭和の雰囲気を持つ商店が今も地元に数多く

残っていることに注目したのである。 

 ここでは、マーケティング的な発想を取り入れることにも成功している。市民が研究を深める

中で商店街の中心となるモチーフを「昭和」で統一するに至った。さらに、｢昭和の建築再生｣、

｢昭和の歴史再生｣、｢昭和の商品再生｣、｢昭和の商人再生｣というように、様々な角度からこの街

のイメージは昭和であるという印象を作り上げていった36。 

 修学旅行などで訪れる学生などの集客施設として、約 20 万点にも上る懐かしい「昭和のおも

ちゃの博物館」もできた。さらに、店の雰囲気を昭和に変える街並みの統一も行った。1 件当た

り 100万円ほど修繕費がかかったが、徐々に理解者を増やして 2001年 11件のみだった協力者が、

                                                           
35 三橋（2009），p.147. 
36 三橋（2009），p.148. 
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6 年後には 47 件と 4 倍以上となった。 

 豊後高田市の独特の取り組みは、大都市圏である福岡でも知られるようになり、観光客は急激

に増加した。街おこしの一つの流れができたのである。小規模な街ゆえに市民のつながりが深く、

最終的に街並みまでも変化させた良い例といえる。 

 その他、豊後高田市の取り組みで注目したいのは、ここ数年試みられている農業と商業の連携

に関する企画である。2000 年代後半から新しい農産品として「そば」を推奨している。多くの

遊休農地を活用させる 1 つの手段として、そば産業を活性化させ、さらに流通させるために商店

街と連携し、空き店舗を使った「地元のそばが食べられる店」を積極的にプロデュースしている。

そばを農家が生産し、地元企業がそれを商品化・加工し、地元のレストランで食べられる。まさ

に不況期に注目される「地産地消」と呼ばれる内需拡大型の経済成長モデルを体現しており、学

ぶべき点は多い。 

 このモデルにおいて特筆すべきは、九州経済の中心である福岡市からの主に日帰りの観光客の

誘致に成功している点である。そして、そうした顧客を誘引する為に個性的な街の価値創出に徹

底的にこだわっている点であろう。 

 

滋賀県長浜市のケース 

 滋賀県長浜市は、人口約 8 万人、面積 247 km²のかつては豊臣秀吉の居城長浜城の城下町とし

て栄え、北国街道と呼ばれる京都から福井に抜ける商人街道筋でにぎわった街である。大通寺な

どで知られる門前町でもあり、琵琶湖畔の北側の街としての魅力もある。戦後、この街の中心市

街地はさびれ、商業は低迷し、高齢化が進んでいった。典型的な停滞ムードが漂う地方都市であ

り、1980 年代の観光客は 9 万人程度であった。だが、以下で述べる独特の街づくりを実施した

結果、1990 年代初頭から 2008 年までで 20 倍の観光客、年間約 200 万人が長浜市を訪れるよう

になった37。 

 1980 年代に街の衰退を危惧した長浜市の若者によって、1989 年に民間資本を中心として株式

会社黒壁が設立された。これを契機に街は大きく変貌を遂げることとなる。長浜市の中心部には、

明治時代に第百三十銀行長浜支店として建築され、外壁が黒漆の様相であることから「黒壁銀行」

などの愛称で親しまれていた建物がある。その保存と活用のために、民間企業より 8 人の有志が

集い、長浜市の支援を受けて出資金約 1 億 3000 万円で、株式会社黒壁という街づくりの拠点を

スタートさせたのである38。この黒壁の特徴は、行政からの資金援助を受けているにもかかわら

ず、基本的には｢民間資金｣を基盤にして活動するという形で街づくりを行っている点である。同

社は、この資本金をベースに昔ながらの風景を残しながらの空き店舗整備を進めていった。 

 黒壁ではガラス製品が販売され、観光客から大変な人気を集めている。同社は｢歴史性｣、「文

化芸術性」、「国際性」などをコンセプトとした事業展開を行っているが、ガラス製品はこの街の

歴史には存在していない。ここに集まってくるガラス製品の多くは他の街で作られたものだが、

                                                           
37 足立（2010）,p.103. 
38 足立（2010）,p.104. 
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「販売」を通じて街の個性を出している。 

 つまり、精神的には「もてなし」、「近江商人」としての古くからの商人気質を、新製品である

「ガラス」に託すことで、現代的な形として体現しようとしているのである。黒壁は、ガラスシ

ョップ、工房、ギャラリー、ガラス美術館、レストランなど 10 の施設を直営で展開している。

その理念の拡大と充実を図ったことで、ガラス工房と街づくりを融合させる総合サービス文化事

業を創出した39。 

 その他の特徴として、一般的な街では地元買い物客の呼び込みを活性化の主な対象としている

のに対し、黒壁では市外の日帰り観光客のみに特化しているといっても過言ではない戦略をとっ

ている点に注目したい。 

 街の顧客のニーズを絞り込むことで、売るべき商品戦略も明確になる。街並みについても観光

客をターゲットにしているためか、基本的に和風、黒色で統一されている。道もアスファルトで

はなくタイルを使用しており、景観に最大限の配慮を施している40。さらに、ガラスやオルゴー

ルなどの土産物の店が多く、これらが長浜市の新しい伝統を作り上げている点に加え、街道筋の

特徴を生かして「さば」を主力とする食品の提供を行っている点が、新旧入り混じった個性創造

の成功例として挙げられる。地域の安売り情報やイベントに関する広報は、街全体の地図が毎年

更新され、お祭りなどの情報も地図上に記入されている41。 

 街の再生に当たっての資金は、民間資金を中心としながらも行政の援助、寄付金を組み合わせ

て賄っている。建物の正面の外観などの個人資産に当たる部分は、一部行政からの補助が出るも

のの、基本的には個人負担となっている。 

 

3．3．再開発型再生策 
 

香川県高松市のケース 

 香川県高松市（人口約 41 万人、面積 375.11 km²）にある丸亀町商店街は、1588 年に開町し、

420 年の歴史と伝統を誇る。バブル景気時には 1 日の平均歩行者交通量が 3 万人であったのが、

バブル崩壊を機に、歩行者交通量は下落の一途をたどることとなり、2008 年時点では 1 万 2000

人である。「東京の新橋とほぼ同レベル」とまで言われた地価も、最盛期の 1991 年には 1m²あた

り 580 万円であったのが、2008 年には 32 万円と約 20 分の 1 にまで下落した。そんな中、再開

発型の手法を選択し、見事再生に成功したのが丸亀町商店街である。この商店街は A 街区から

G 街区までのミニ街区から構成されている。まずは A 街区の再生事業が完了し、その結果開発

前の 10 億円の売り上げが、開発後には 33 億円へと大きく伸びた。さらに、歩行者交通量も開発

前は 1 万 2000 人であったのが、開発後には 1 万 8000 人と、50％増加している。その結果、固定

資産税の納付額は、開発利益の増大により 400 万円から 3600 万円へと 9 倍の伸びになった42。 

                                                           
39 足立（2010）,p.105. 
40 足立（2010）,p.106. 
41 足立（2010）,p.106. 
42 三橋（2009），p.116. 
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 丸亀町商店街再生の特徴は、その土地問題の克服と再開発の手法にあることは広く知られた事

実である。再開発事業は、多くの地域では地権者の土地所有意思が強い事と、リスクが不確実で

ある為、失敗するケースが多い。再開発型再生策に最も必要なものは地権者の同意とそこに至る

までの合意形成であり、それを説得する組織の存在である。 

 地権者を説得する為には、相応の利益とリスク管理、そして何よりも「信用できる人が説明に

来る」ことがポイントである。この点で高松市の成功の鍵は、「まちづくり会社」の存在と、そ

の地位を高めた「財政基盤」の存在にある。高松市のまちづくり会社は、その母体である高松丸

亀町商店街振興組合が、1970 年代から築いてきた 5 か所からなる駐車場経営に成功したという

予算面での背景を持つ43。そして、同振興組合は、組合員数 420 人でその全員が地権者という点

も大きい。賦課金は 10％を徴収しているため、予算規模は 4 億 5000 万円と一般的な地方都市の

振興組合とは比べ物にならないほどの資金量を誇っている。 

 つまり、地権者同士が豊富な資金を持ち、既にネットワークを有している点が、この街の再開

発事業を可能にさせている。さらに、地権者同意のインセンティブとして、バブル景気のころに

借金した際の担保であった土地がその後の地価下落で担保割れした為に、一時的に赤字を抱える

商店経営者が多くなり、有効な土地活用の形成の契機となったのである。こういった「地権者の

危険意識」と「ネットワーク」、そして「財政基盤」とが融合して、これから述べる定期借地制

度を利用した土地再開発事業、いわゆる「土地の所有と利用の区分」に成功したのである。 

 まず始めに土地所有者と建物所有者は定期借地契約を締結する。出店地権者およびテナントが

出資設立した高松丸亀町一番街は、定期借地契約において建物所有者となる。次に土地から土地

への権利変換とする、全員同意型の市街地再開発事業を実施、市街地再開発補助金等の交付を受

けて、定期借地の上に商業・住宅等の複合施設を整備を行う。その際、住居は転定期借地権付き

の分譲マンションとして売却する。 

 市街地再開発組合は、転退出者分の土地と建物（権利床相当）を取得し、信託銀行と信託契約

を結んだ後、信託受益権を特別目的会社に譲渡する。高松丸亀町一番街は、中心市街地活性化法

等に基づく補助金、高度化資金等を活用して、そのほかの商業床、駐車場、駐輪場を再開発組合

から買い取り、まちづくり会社に運営を委託する。まちづくり会社は各専門分野の人材を雇い、

テナントマネジメント、運営管理、販売促進策、ドーム広場でのイベント等を行う。 

 高松丸亀町一番街とテナントとの賃貸借契約において、家賃は売上歩合制を採用しており、地

代と権利床の家賃は、収入から経費等を差し引いた後に支払うことになっている。したがって、

地権者等の家賃収入は、すべての経費を差し引いて所定の利益が出なければゼロということもあ

り得るため、やる気のない地権者は家賃収入だけを取得し、意欲的な外部商業者に土地を委ねる

といった、理想的な形を生むことができる。 

 現在、丸亀町商店街は激しい競争の波にさらされている。香川県には約 55 万人の商圏人口44が

あるといわれており、それらを巡って中心市街地商業施設と郊外型施設との激しい戦いが繰り広

                                                           
43 三橋（2009），p.122. 
44 商圏の中心から辺縁部までの距離を商圏距離、その施設を利用しているか否かに関わらず商圏内の全人

口。 
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げられていて、その勢いは増している。香川県の道路整備率が極めて高い事も、郊外型店舗の出

店に魅力的な地域となっている。20 年ほど前までは郊外型店舗の進出に関しては無風地帯であ

ったが、ここ数年ではゆめタウン高松（1998 年 4 月）、イオン高松（2007 年 4 月）、マルナカ栗

林南店（1998 年 4 月）など様々な店舗が進出し、この 10 年間での郊外型店舗の増加率では全国

トップクラスといえる。これに対する中心市街地は、天満屋、三越、丸亀町商店街であり、店舗

面積の面では中心市街地の商業施設は圧倒的に不利な状況に置かれている。さらに高松市外部に

もイオン綾川、ゆめタウン三豊などが続々進出しており、中心市街地の歩行者交通量が再び減少

傾向を見せている。 

 郊外型店舗の出店ラッシュという問題に対しては、香川県と各市町村の連携のもとで広域的な

商業施策と街づくりを実施する必要がある。同県も、2007 年 7 月に「中心市街地活性化に関す

るガイドライン45」を作成し、高松市と香川県の施策の棲み分けに関する協定書を作成している。 

 

3．4．行政主導型再生策 
 

福島県福島市のケース 

 福島県福島市は人口約 29 万人、面積 767.74 km²であり、県庁所在地でありながら県内第 3 位

の人口規模となっている。福島県は中心市街地活性化に熱心な県として知られており、県内を 7

つの地区に分類し、詳細な都市計画と政策に基づいて施策を行っている。 

 商業に関しては、2005 年 10 月、福島県は全国に先駆けて 6000 m²以上の大規模小売店舗の誘

致を原則的に禁止した。この制度は、その後のまちづくり三法改正の火付け役になったともいわ

れている。さらに福島市も「コンパクトな街づくり」をモットーに、職住近接型の都市像を模索

している46。 

 福島市の活性化基本計画は 1999 年に作成され、その多くが既に実施されている。2000 年に入

ってからでは、以下で紹介する福島学院大学の駅前誘致や NHK 福島放送局の共同建設、福島看

護専門学校の誘致などの「公共公益施設整備事業」、中心市街地で民間が建設する賃貸住宅を市

が借り上げる「借り上げ市営住宅供給政策」、さらに、100 円循環バスやレンタサイクル事業な

どの「交通環境の整備」などが柱となっている。いわゆる「政策」が先導する形で活性化を図っ

ている47。一般的に、福島県内の市町村の中心市街地の商業地区を対象に、「街中にぎわい再生

事業」、「中心市街地再生促進事業」の名称で実施され、2006 年にはにぎわい事業の予算が 2 億

円中心市街地再生事業の予算が 2000 万円となっている。 

 この資金は、福島看護学校の誘致の支援資金として利用された。「街中にぎわい再生事業」の

補助対象者は、市町村、TMO、学校法人、医療法人、社会福祉法人、NPO 法人などの公共性の

高い団体で、県内に本部または本社機能を有する法人となっている。 

                                                           
45 市街地の整備改善支援、空き店舗対策、街中居住支援、多様な主体の活動促進、交通体系の整備など国

の支援事業と一括して補助金などの整備を行っている。足立（2010）,p.140. 
46 足立（2010）,p.140. 
47 足立（2010）,p.141. 
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 この事業の特徴としては、①従来の TMO や商店街振興組合を対象とした活性化施策を一歩進

め、支援の対象を公共性の高い団体にまで拡大した点、②2006 年度から中心市街地に立地する

場合には一定の範囲内で上乗せ助成を行い、中心市街地の再生の促進を図った点、一般の商業施

設を対象に税制上の優遇措置を実施することにより、民間投資の促進を目指している点、などが

ある。 

 2006 年に完成した福島学院大学の駅前キャンパスの場合は、福島県によるにぎわい事業と中

心市街地再生促進事業の事業費が 2 億円、福島市からの補助金が 4 億円使われている。つまり、

計 6 億円の資金が大学誘致のために提供されたことになる。 

 福島市は中心市街地における各種機能の集積を図り、街中のにぎわいを創出する為、中心市街

地の大型空き店舗を取得し、福島学院大学の駅前キャンパスとして一部資金を援助するという形

で整備した。ここには福祉学部 3，4 年生など約 300 人が通学しており、2006 年 4 月に開校して

いる。 

 自治体が期待する事業効果としては、街中のにぎわい創出などを初め、将来的に平日 1 日当た

り 320 人前後の学生がこの建物に出入りし、各種消費活動が活発になる点が挙げられよう。この

他にも、福島学院大学内にあるメンタルヘルスセンターやストレスドッグ、あるいは各種公開講

座、イベントなどで年間 9000 人の利用者を見込んでいる48。 

 さらに福島市で行われている住宅政策に注目したい。2000 年以降 6 階建て以上のマンション

建築が盛んになり、この 6 年ほどで 27 棟も建設されている。このため、人口も 2000 年の DID

地区491 万 4600 世帯だったのだが、2006 年には 1 万 5200 世帯へと増加している。これは、高齢

者層を中心とした中心市街地の利便性を求める声を反映させるために実施された。 

 このように福島市は、大学や住宅を中心市街地に誘導して再生を図るという、街の構造にメス

を入れることで再生を図った事例であり、再開発型であると同時に既存設備有効活用型の再生策

といえる50。 

 

石川県輪島市のケース 

 石川県輪島市は、人口約 3 万人、面積 426.26 km²の街である。輪島市は、輪島塗で知られる伝

統産業と観光業が主体産業となっている。輪島塗の 2007 年の生産額は 64 億円で、1996 年の 76

億円から年々減少を続けている。そこで、過疎化の進展が激しい能登地域再生の起爆剤として、

2003 年 7 月に能登空港が羽田便 1 日 2 往復体制で開港されることになった。しかし、2007 年に

能登半島地震が発生し、輪島市も甚大な被害を受けてしまう。 

 能登空港は、年間平均搭乗率が 70％未満の場合は、石川県と輪島市などの地元自治体が航空

会社に 2 億円まで損失を補填するという全国初の「搭乗率保障制度」を導入した51。逆に目標以

上の利益が得られた場合は地元に還元するという仕組みである。 

                                                           
48 足立（2010）,p.141. 
49 人口が集中している地区のこと。経済辞典（2008），p.1341 
50 足立（2010）,p.143. 
51 足立（2010）,p.144. 
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 空港が開港し、能登地域と首都圏とのアクセスが大幅に短縮したことで、能登地方を訪れる首

都圏からの観光客が増加した。石川県内にある小松空港と併用した形での広域観光の流れもでき、

さらに国際チャーター便が能登空港に乗り入れることで、アジア諸国から観光客が直接訪れるよ

うになった。このほか 2003 年には日本航空大学校の誘致や企業立地、ターミナルビルへの行政

庁舎の合築、2003 年に制度化された「道の駅」に空港として全国で初めて登録されるなど、能

登空港は地域経済はもとより住民意識にもプラスの効果をもたらしている52。 

 2006 年には開港時からの利用客数が 50 万人を突破するなど、「成功例」として取り上げられ

ることが多い。これはひとえに「空港」が果たす役割を、「街づくり」の一環として位置付ける

ことに成功したからであろう。2000 年代に入り批判の多い地方空港設置だが、ソフト的な役割

を与えることで地域に潤いをもたらした好例といえる。 

 能登空港の開港は、観光客にプラスの影響があるという。空港が石川県七尾市にある和倉温泉

の集客効果をもたらし、和倉温泉から輪島の朝市へ来る宿泊客の多くが輪島市を訪問するという

流れができているのである。 

 全国的な知名度を持つ輪島の朝市は、中心市街地の沿岸部に位置し、物々交換から始まった

1200 年前からの伝統を誇る。年間 340 日以上の開催と、1 日平均 250 店舗の出店がある大規模な

朝市で、全長 360m にもなる。朝 7 時ごろから露店が並び始め、午前 10 時ごろから、全国各地

から訪れた観光客によるにぎわいを見せる。輪島市観光組合によると、その多くは和倉温泉の宿

泊客であるという。 

 輪島市では全国でも知られている千枚田の保存運動が活発である。具体的な取り組みとして、

2007 年度より千枚田のオーナーを全国から募り、年間 1 枚二万円で権利を所有できる53。オーナ

ーは、自分の所有の農地からとれた年間 10 ㎏のお米を貰い受けることができる。さらに、この

事業の実施主体でもある地元の NPO 法人のメンバーが、2006 年より千枚田の手入れなどを担っ

ている。さらに、千枚田で結婚式を挙げるイベントを実施するなど、耕作放棄地が近年増加する

中、オーナー制度により耕作放棄地を守るという施策は興味深い。不況の波が日本を襲う中、地

方圏では農業を基軸とした内需拡大策の重要性が改めて叫ばれている。千枚田のシステムは、景

観整備はもとより、やや不便な土地での農業再生の可能性も秘めており、今後の展開に注目した

い。  

 

4．商店街の未来像 
 

4．1．地域に合った再生策 
 

 いくつかの試みを紹介したが、何度も言うように、最終的な判断は、現場の判断となる。金銭

的な負担が軽いコンバージョン型や現状維持型は、衰退の度合いが激しい街には有効な手段であ

                                                           
52 足立（2010）,p.145. 
53 足立（2010）,p.147. 
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ろう。人々を徐々に中心市街地に呼び、そのことによってビジネスが再生されるからだ。実際に

こうして徐々に街並みが再生されるさまは、近年アメリカにおいてジェントリフィケーション54

という再生策として知られている。 

 再開発型再生策の場合、香川県高松市で実施されたような民間主体で行う場合には大きな資金

力が必要となる。行政主体でも可能ではあるが多くの場合失敗する傾向にあるようだ。様々な可

能性を考慮しつつ、最適なタイミングと、事業の拡大・縮小の双方の可能性を常に考えて実施す

ればリスクは低くなるだろう。 

 行政主導型再生策の場合、街の構造に大きくメスを入れるので、よほど行政のトップに覚悟が

ないとできない。今回紹介した事例は今のところ好調であるようだが、こうした事例もその時の

経済状況に左右されるものである。こうした行政主導型再生策は、人口規模が 30 万人以上の街

で実施されるケースが多いが、同時に景観整備策なども併用するとよいのではないか。ライバル

が少なければ観光都市として成長できる可能性もはらんでいる。 

 いずれにしても、その地域に合った最適な再生策とその手法の実施のタイミングを探さなけれ

ばならない。 

 
4．2．情報化社会の中での商店街 
 

 時代はインターネットに代表される情報社会である。しかし、現実に存在する商店街は、人と

人とが出会い、様々な商品や情報を交換するアナログ型の存在である。デジタル型社会において、

ファッションや食べ物の情報がバーチャルショップやテレビ等でどんなに流されても、ファッシ

ョンの本当の風合いや手触り感、微妙な色合いだとか食べ物にしても、最終的には現物を見なけ

れば確かめられない55。メディアがどのように発達しても、究極の生きている情報はそこにしか

ないのである。つまり、本当に良い優れた商品を店に陳列することそれ自体が究極の情報伝達に

なる56。それが商店街あるいは商業者の役割になる。商品のデジタル情報が集まれば集まるほど

実際に行って見たくなる。今後は、その時に見に行ってみたいという魅力を持っているかどうか

が商店街が生き残れるかどうかの分かれ目になるだろう。  

 一方、商店街は最大のマルチメディアでもある。自分の店のホームページを持つ店もあればカ

タログ販売をすることもできる。ホームページの掲示板機能やメールマガジンの発行を通じて、

地域に密着する商店街ならではの顧客満足を実現することが可能になり、組合員間の意見交換や、

処務連絡の場に掲示板を利用することでより活発な議論に繋がることも期待できる。その他にも、

販売活動（配達・代金回収・宅配サービス等）の代替的役割や、割引クーポン発行などの担い手

                                                           
54 年齢的に若く比較的裕福な層が、衰退した中心市街地で開業しまた移り住むことにより再生してゆくと

いう過程であり、衰退度合いが深刻な地域では参考になるモデルといえる。もともとの意味は、スラム地

区・住宅地の高級化であるが、その類義語としてジェントリー（gently）という言葉がある。これは、徐々

に、穏やかに、物事が進む様を意味し、本論文ではこのジェントリーという言葉の感覚を重視したい。足

立（2010）,p.152. 
55 岩澤（2001）,p.177. 
56 岩澤（2001）,p.187. 
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としても利用可能である57。 

 さらに、商店街がその存在意義を確立するには、来街者や顧客のみでなく、住民・市民とのネ

ットワークづくりを図ることが大切になる。例えば、商店街の案内地図・イベント情報、個店の

紹介・特売情報、居住者向けの公益サービス・病院や交通機関などの地域情報、商店・商店街と

住民を結ぶ掲示板などのネットワークづくりを円滑にする方向が考えられる。もし観光地の近隣

に立地する商店街であれば、当然観光に関する情報を盛り込むことが欠かせないだろう。いわば、

商店街のホームページを通じて、すべての関係者を意識し、商店街が立地する周辺地域へと親密

感をもたれるようにすることが求められるのである。 

 商店街や商店の規模に応じて、多様なメディアを使い分けることもできる。この多様なメディ

アをどのように展開することができるかといった知恵を持つことが、今後の商店街活性化の一つ

の鍵となる。  

 

終わりに 
 

 本稿では、新しい街の再生を目標に、「商店街近代化」と「4 つの手法」をキーワードとして、

様々な理論と実例について論じてきた。特に 3 節では成功したと思われるケースを全国から抽出

し、再生策ごとに類型化して紹介を行った。大分県豊後高田市や宮城県旧鳴子町などの小規模な

自治体の場合は、小回りが利く施策が可能であるし、香川県高松市などの大規模な自治体は、予

算を立てた思い切った事業が可能である。さらに、大都市圏との物理的な距離に応じて目指すべ

き方向も異なってくるであろう。コンバージョンするのか、再開発をするのか、現状維持のまま

再生を図るのか、行政による主導のもとで行うのか、その判断のヒントは現場に存在しているの

である。 

 成功例に共通していた点は、再生策の主体となる組織がはっきりとしていて、その組織が街の

個性を最大限に尊重しながら新しい活性化策を実施していたということである。さらに、常に

様々なリスク管理と長期的展望を用意しながら街づくりを進めていた点も共通している。常に高

いチャレンジ精神を持ちながら、細心の注意を払って行動をとることが求められているのである。 

 商店街はコミュニティの基盤となる存在である。町の明かりで安心感や温もりを感じ、その明

るさが災害時に人々を勇気づけ、情報交換の場所として重要な役割をもつ。近い将来、3 人に 1

人が高齢者というような社会において、自宅から車椅子でも簡単に行ける近隣型の中心商店街が

あり、電話一本で最寄品を届けてくれるといった優しい商店街が近くにあるということはどうし

ても必要なことである。 

 

 

 

 

                                                           
57 岩澤（2001）,p.129. 
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